
第１号様式 受理番号

整 備 管 理 者 （ 選 任 ・ 変 更 ・ 廃 止 ） 届

沖縄総合事務局長　　　　　　　　　　　　　　殿　

道路運送車両法第５２条の規定により下記のとおり届出ます。

（表）

 変更･廃止
 の事由

交代  退職  死亡  解任
前管理者名
（           　　   　　　　　　）

年　　　　　月　　　　　日 　　　　　年　　　　　月　　　　日

（満　　　 　　　　才）

自動車の
使用本拠

フリガナ

整備管理者氏名

（フリガナ） 生　年　月　日 選　任　年　月　日

車両法５３条に
よる解任の有無

  有（　　　年　　月　　日）

  無名称

位置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（℡（　　　　　　　）　　　　　－　　　　　　　　）

自
　
　
動
　
　
車
　
　
数

業態 車　　　種 台数

事業の種類
  １．バス　　　　　２．ハイ・タク　　　　３．トラック（４．以外）

  ４．貨物軽　　　 ５．レンタカー       ６．自家用（　　　　　）

ハイ・タク

トラック
８トン以上

被選任者の
同　意　書

８トン未満

事
　
業
　
用

バ　　　　ス

貨 物 軽

１０人以下

事業用計

兼職の有無

自
　
家
　
用

レンタ
カー

自家用計
整備管理者の
資格要件

 １． 点検又は整備の経験が２年以上及び選任前研修を修了　　３ 一級、二級又は三級の自動車整備士資格

 ２． 整備管理の経験が２年以上及び選任前研修を修了　　  　  ４． その他
　　　（整備管理者の経験含む）

そ　　の　　他

既に整備管理
者に選任され
ている本拠

フリガナ
バス（レン
タカー以

外）

３０人以上

２９人以下

合  　　計

住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔｅｌ トラック ８トン以上

名称

届出者氏名又は名称

届出者の住所
及び電話番号

（〒　　　　　　－　　　　　　　） [℡（　　　　）　　　　　　－　　　　　　　　　]

整備責任者

被選任者は、本届出書に記載している経験又は資格を有しているとともに、解任命令に基づく解任の日から
２年（道路運送車両法施行規則第31条の３第１号又は第２号の規定の適用を受けて選任される整備管理者にあっ
ては、５年）を経過していない者ではないことを認め、整備管理者として業務を遂行することを確認しました。

１１人以上

年　　　月　　　日届出日

有 ・ 無 兼職の職名 職務内容

職名

チェック欄



備考

委　託

整備管理者経歴証明書

業務内容

整備士

合計

実務経験

自年月 至年月

事業主の
確認書

上記のとおり相違ないことを証明する。　

種類（最上位）

年　　　　　　月　　　　　　日

計 事業場の名称

（裏）

所属事業主の同意書

　　当事業場の（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）が委託契約

　　に基づき　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）の整備管理者

　　になることを同意します。なお、当該事業場との距離は約（　　　　　　　）ｍです。

事業所名称及び代表者名

整備管理者の職務及について

　整備管理者は次の職務を遂行するものとする。

①日常点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は
　運転者等に実施させること
②日常点検の実施に基づき、自動車の運行の可否を決定すること
③定期点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は
　整備工場等に実施させること
④上記以外の随時必要な点検について、それを実施すること又は
　整備工場等に実施させること
⑤日常点検、定期点検又は随時必要な点検の結果から判断して
　必要な整備を実施すること又は整備工場等に実施させること
⑥定期点検又は整備工場等に実施させること
⑦定期点検記録簿その他の記録簿を管理すること
⑧営業所において、日常点検表及び定期点検記録簿の写し
（又は、電子的記録等これと同等と認められるもの）を保存するよう努めること
⑨自動車車庫を管理すること
⑩上記に掲げる業務を処理するため、運転者及び整備要員を指導監督する
　こと

提出時の注意事項

１．この届出書は整備管理者を選任（変更・廃止）するたびに提出すること。

２．整備管理者１名ごとに提出すること。

３．変更届出の場合は変更事項を朱色で記載すること。

４．届出事項に変更があった場合はその日から１５日以内に届け出ること。

５．「自動車数」の欄は選任に係る使用の本拠に属する車両数である。

６．資格要件にある経験とは、整備の管理を行おうとする自動車と同種の
　　ものに対する経験でなくてはならない。

７．整備士種類の欄について、整備士試験に多種目合格している者は
　　自動車技能検定規則第２条に規定された上位の者を記入すること。

８．事業主の確認書及び委嘱の欄については、代表者本人の署名をもって
　　押印を省略することができる。

証書番号

合格年月日


